
議案第４４号 

 

   固定資産評価審査委員会の委員の選任に関し同意を求めることについて 

 

 矢巾町固定資産評価審査委員会の委員に次の者を選任したいので、地方税法（昭和

25年法律第226号）第423条第３項の規定により、議会の同意を求める。 

 

 

  令和７年９月２日提出 

 

 

                  矢巾町長 高 橋 昌 造 

 

 

記 

 

 住 所   矢巾町大字 

 

 氏 名    

 

          

 

 



議案第４５号 

 

企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部を改正する条例につい

て 

 

企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（昭和 42 年矢巾町条例第 10 号）の一部

を次のように改正する。 

 

 

 

 

 

 

 

令和７年９月２日提出 

 

 

矢巾町長 高 橋 昌 造 



   企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部を改正する条例 

 企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（昭和42年矢巾町条例第10号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

 （給与の減額） 

第17条 〔略〕 

２ 職員が部分休業（当該職員がその３歳に満たない子を養育す

るため１日の勤務時間の一部を勤務しないことをいう。）、介

護休暇（当該職員が要介護者（配偶者、父母、子、配偶者の父

母その他事業管理者が指定する者で負傷、疾病又は老齢により

事業管理者が指定する期間にわたり日常生活を営むのに支障が

あるものをいう。以下同じ。）の介護をするため、事業管理者

が、職員の申出に基づき、要介護者の各々が当該介護を必要と

する一の継続する状態ごとに指定する期間内において勤務しな

いことが相当であると認められる場合における休暇をいう。）

又は介護時間（当該職員が要介護者の介護をするため、要介護

者の各々が当該介護を必要とする一の継続する状態ごとに、事

業管理者が指定する期間内において１日の勤務時間の一部につ

き勤務しないことが相当であると認められる場合における休暇

をいう。）の承認を受けて勤務しない場合には、前項の規定に

かかわらず、その勤務しない１時間につき、勤務１時間当たり

の給与額を減額した給与を支給する。 

 

 

３ 〔略〕 

 （給与の減額） 

第17条 〔略〕 

２ 職員が部分休業（当該職員がその小学校就学の始期に達する

までの子を養育するため１日の勤務時間の全部又は一部（２時

間を超えない範囲内又は１年につき管理者が指定する時間を超

えない範囲内に限る。）を勤務しないことをいう。）、介護休

暇（当該職員が要介護者（配偶者、父母、子、配偶者の父母そ

の他事業管理者が指定する者で負傷、疾病又は老齢により事業

管理者が指定する期間にわたり日常生活を営むのに支障がある

ものをいう。以下同じ。）の介護をするため、事業管理者が、

職員の申出に基づき、要介護者の各々が当該介護を必要とする

一の継続する状態ごとに指定する期間内において勤務しないこ

とが相当であると認められる場合における休暇をいう。）又は

介護時間（当該職員が要介護者の介護をするため、要介護者の

各々が当該介護を必要とする一の継続する状態ごとに、事業管

理者が指定する期間内において１日の勤務時間の一部につき勤

務しないことが相当であると認められる場合における休暇をい

う。）の承認を受けて勤務しない場合には、前項の規定にかか

わらず、その勤務しない１時間につき、勤務１時間当たりの給

与額を減額した給与を支給する。 

３ 〔略〕 

備考 改正箇所は改正前欄及び改正後欄の下線部分の規定であり、〔 〕の記載は注記である。 

附 則 

 この条例は、令和７年10月１日から施行する。 



議案第４６号 

 

   矢巾町立都市公園条例の一部を改正する条例について 

 

 矢巾町立都市公園条例（昭和50年矢巾町条例第19号）の一部を次のように改正す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  令和７年９月２日提出 

 

 

 

                  矢巾町長  高 橋 昌 造 

 

 

 



   矢巾町立都市公園条例の一部を改正する条例 

 矢巾町立都市公園条例（昭和50年矢巾町条例第19号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

（園路及び広場） 

第２条の４ 不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、

障害者等が利用する高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に

関する法律施行令（平成18年政令第379号）第３条第１号に規定す

る園路及び広場を設ける場合は、そのうち１以上は、次に掲げる

基準に適合するものでなければならない。 

 (１)～(５) 〔略〕 

 (６) 高齢者、障害者等が転落するおそれのある場所には、柵、

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行令

第11条第２号に規定する点状ブロック等及び同令第21条第２項

第１号に規定する線状ブロック等を適切に組み合わせて床面に

敷設したもの（以下「視覚障害者誘導用ブロック」という。）

その他の高齢者、障害者等の転落を防止するための設備が設け

られていること。 

 (７) 〔略〕 

（園路及び広場） 

第２条の４ 不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、

障害者等が利用する高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に

関する法律施行令（平成18年政令第379号）第３条第１号に規定す

る園路及び広場を設ける場合は、そのうち１以上は、次に掲げる

基準に適合するものでなければならない。 

 (１)～(５) 〔略〕 

 (６) 高齢者、障害者等が転落するおそれのある場所には、柵、

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行令

第11条第２号に規定する点状ブロック等及び同令第22条第２項

第１号に規定する線状ブロック等を適切に組み合わせて床面に

敷設したもの（以下「視覚障害者誘導用ブロック」という。）

その他の高齢者、障害者等の転落を防止するための設備が設け

られていること。 

 (７) 〔略〕 

備考 改正箇所は改正前欄及び改正後欄の下線部分の規定であり、〔 〕の記載は注記である。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 



議案第４７号 

 

   職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例について 

 

 職員の育児休業等に関する条例（平成４年矢巾町条例第３号）の一部を次のように

改正する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  令和７年９月２日提出 

 

 

 

                  矢巾町長  高 橋 昌 造 

 

 

 



職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例 

職員の育児休業等に関する条例（平成４年矢巾町条例第３号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

（部分休業を請求することができない職員） （部分休業を請求することができない職員） 

第17条 育児休業法第19条第１項の条例で定める職員は、次に掲

げる職員とする。 

第17条 育児休業法第19条第１項の条例で定める職員は、次に掲

げる職員とする。 

(１) 〔略〕 (１) 〔略〕 

(２) 勤務日の日数及び勤務日ごとの勤務時間を考慮して規則

で定める非常勤職員以外の非常勤職員（地方公務員法第22条

の４第１項に規定する短時間勤務の職を占めるもの（次条に

おいて「定年前再任用短時間勤務職員等」という。）を除

く。） 

(２) 勤務日の日数を考慮して規則で定める非常勤職員以外の

非常勤職員（地方公務員法第22条の４第１項に規定する短時

間勤務の職を占めるものを除く。次条において同じ。） 

（部分休業の承認） （第１号部分休業の承認） 

第18条 部分休業（育児休業法第19条第１項に規定する部分休業

をいう。以下同じ。）の承認は、勤務時間等条例第８条に規定

する正規の勤務時間（非常勤職員（定年前再任用短時間勤務職

員等を除く。以下この条において同じ。）にあっては、当該非

常勤職員について定められた勤務時間）の始め又は終わりにお

いて、30分を単位として行うものとする。 

第18条 育児休業法第19条第２項第１号に掲げる範囲内で請求す

る同条第１項に規定する部分休業（以下この条において「第１

号部分休業」という。）の承認は、30分を単位として行うもの

とする。 

２ 規則で定める職員に対する部分休業の承認については、１日

につき２時間から規則で定める時間を減じた時間を超えない範

囲で行うものとする。 

２ 規則で定める職員に対する第１号部分休業の承認について

は、１日につき２時間から規則で定める時間を減じた時間を超

えない範囲で行うものとする。 

３ 非常勤職員に対する部分休業の承認については、１日につ

き、当該非常勤職員について１日につき定められた勤務時間か

ら５時間45分を減じた時間を超えない範囲内で（当該非常勤職

員が規則で定める休暇の承認を受けて勤務しない場合にあって

は、当該時間を超えない範囲内で、かつ、２時間から当該休暇

の承認を受けて勤務しない時間を減じた時間を超えない範囲内

で）行うものとする。 

３ 非常勤職員に対する第１号部分休業の承認については、１日

につき、当該非常勤職員について１日につき定められた勤務時

間から５時間45分を減じた時間を超えない範囲内で（当該非常

勤職員が規則で定める休暇の承認を受けて勤務しない場合にあ

っては、当該時間を超えない範囲内で、かつ、２時間から当該

休暇の承認を受けて勤務しない時間を減じた時間を超えない範

囲内で）行うものとする。 

  

〔新設〕 

 

（第２号部分休業の承認） 

第18条の２ 育児休業法第19条第２項第２号に掲げる範囲内で請

求する同条第１項に規定する部分休業（以下この条において

「第２号部分休業」という。）の承認は、１時間を単位として



行うものとする。ただし、次の各号に掲げる場合にあっては、

それぞれ当該各号に定める時間数の第２号部分休業を承認する

ことができる。 

(１) １回の勤務に係る日ごとの勤務時間に分を単位とした時

間がある場合であって、当該勤務時間の全てについて承認の

請求があったとき 当該勤務時間の時間数 

(２) 第２号部分休業の残時間数に１時間未満の端数がある場

合であって、当該残時間数の全てについて承認の請求があっ

たとき 当該残時間数 

  

〔新設〕 

（育児休業法第19条第２項の条例で定める１年の期間） 

第18条の３ 育児休業法第19条第２項の条例で定める１年の期間

は、毎年４月１日から翌年３月31日までとする。 

 

 

〔新設〕 

 （育児休業法第19条第２項第２号の人事院規則で定める時間を

基準として条例で定める時間）  

第18条の４ 育児休業法第19条第２項第２号の人事院規則で定め

る時間を基準として条例で定める時間は、次の各号に掲げる職

員の区分に応じ、当該各号に定める時間とする。 

 (１) 非常勤職員以外の職員 77時間30分 

 (２) 非常勤職員 当該非常勤職員の勤務日１日当たりの勤務

時間数に10を乗じて得た時間 

 

〔新設〕 

（育児休業法第19条第３項の条例で定める特別の事情） 

第18条の５ 育児休業法第19条第３項の条例で定める特別の事情

は、配偶者が負傷又は疾病により入院したこと、配偶者と別居

したことその他の同条第２項の規定による申出時に予測するこ

とができなかった事実が生じたことにより同条第３項の規定に

よる変更（以下「第３項変更」という。）をしなければ同項の

職員の小学校就学の始期に達するまでの子の養育に著しい支障

が生じると任命権者が認める事情とする。 

（部分休業をしている職員の給与の取り扱い） （部分休業をしている職員の給与の取り扱い） 

第19条 職員が部分休業の承認を受けて勤務しない場合には、給

与条例第12条第１項の規定にかかわらず、その勤務しない１時

間につき、同条第２項に規定する勤務１時間当たりの給与額を

減額して給与を支給する。 

第19条 職員が育児休業法第19条第１項に規定する部分休業の承

認を受けて勤務しない場合には、給与条例第12条第１項の規定

にかかわらず、その勤務しない１時間につき、同条第２項に規

定する勤務１時間当たりの給与額を減額して給与を支給する。 



（部分休業の承認の取消事由） （部分休業の承認の取消事由） 

第20条 第13条の規定は、部分休業について準用する。 第20条 育児休業法第19条第６項において準用する育児休業法第

５条第２項の条例で定める事由は、職員が第３項変更をしたと

きとする。 

備考 改正箇所は改正前欄及び改正後欄の下線部分の規定であり、〔 〕の記載は注記である。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和７年10月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第110号）第19条第２項第２号に掲げる範囲内において、この条例の施行の

日から令和８年３月31日までの間、部分休業の承認の請求をする場合におけるこの条例による改正後の職員の育児休業等に関する条

例第18条の４の規定の適用については、同条第１号中「77時間30分」とあるのは「38時間45分」と、同条第２号中「10」とあるのは

「５」とする。 



議案第４８号 

 

   職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例の一部を改正する条例につい

て 

 

 職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例（平成７年矢巾町条例第６号）の一部

を次のように改正する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  令和７年９月２日提出 

 

 

 

                  矢巾町長  高 橋 昌 造 

 

 

 



   職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例の一部を改正する条例 

職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例（平成７年矢巾町条例第６号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

（介護休暇） （介護休暇） 

第15条 介護休暇は、職員が要介護者（配偶者（届出をしないが

事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。以下この項にお

いて同じ。）、父母、子、配偶者の父母その他規則で定める者

（第16条の２第１項において「配偶者等」という。）で負傷、

疾病又は老齢により規則で定める期間にわたり日常生活を営む

のに支障があるものをいう。以下同じ。）の介護をするため、

任命権者が、規則の定めるところにより、職員の申出に基づ

き、要介護者の各々が当該介護を必要とする一の継続する状態

ごとに、３回を超えず、かつ、通算して６月を超えない範囲内

で指定する期間（以下「指定期間」という。）内において勤務

しないことが相当であると認められる場合における休暇とす

る。 

第15条 介護休暇は、職員が要介護者（配偶者（届出をしないが

事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。以下この項にお

いて同じ。）、父母、子、配偶者の父母その他規則で定める者

（第17条の３第１項において「配偶者等」という。）で負傷、

疾病又は老齢により規則で定める期間にわたり日常生活を営む

のに支障があるものをいう。以下同じ。）の介護をするため、

任命権者が、規則の定めるところにより、職員の申出に基づ

き、要介護者の各々が当該介護を必要とする一の継続する状態

ごとに、３回を超えず、かつ、通算して６月を超えない範囲内

で指定する期間（以下「指定期間」という。）内において勤務

しないことが相当であると認められる場合における休暇とす

る。 

２・３ 〔略〕 ２・３ 〔略〕 

（委任） （委任） 

第17条 〔略〕 第17条 〔略〕 

  （妊娠、出産等についての申出をした職員等に対する意向確認

等） 

〔新設〕 第17条の２ 任命権者は、職員の育児休業等に関する条例（平成

４年矢巾町条例第３号）第21条第１項の措置を講ずるに当たっ

ては、同条の規定による申出をした職員（以下この項において

「申出職員」という。）に対して、次に掲げる措置を講じなけ

ればならない。 

  (１) 申出職員の仕事と育児との両立に資する制度又は措置

（次号において「出生時両立支援制度等」という。）その他

の事項を知らせるための措置 

  (２) 出生時両立支援制度等の請求、申告又は申出（以下「請

求等」という。）に係る申出職員の意向を確認するための措

置 

  (３) 職員の育児休業等に関する条例第21条の規定による申出



に係る子の心身の状況又は育児に関する申出職員の家庭の状

況に起因して当該子の出生の日以後に発生し、又は発生する

ことが予想される職業生活と家庭生活との両立の支障となる

事情の改善に資する事項に係る申出職員の意向を確認するた

めの措置 

 ２ 任命権者は、３歳に満たない子を養育する職員（以下この項

において「対象職員」という。）に対して、規則で定める期間

内に、次に掲げる措置を講じなければならない。 

  (１) 対象職員の仕事と育児との両立に資する制度又は措置

（次号において「育児期両立支援制度等」という。）その他

の事項を知らせるための措置 

  (２) 育児期両立支援制度等の請求等に係る対象職員の意向を

確認するための措置 

  (３) 対象職員の３歳に満たない子の心身の状況又は育児に関

する対象職員の家族の状況に起因して発生し、又は発生する

ことが予想される職業生活と家庭生活との両立の支障となる

事情の改善に資する事項に係る対象職員の意向を確認するた

めの措置 

 ３ 任命権者は、第１項第３号又は前項第３号の規定により意向

を確認した事項の取扱いに当たっては、当該意向に配慮しなけ

ればならない。 

（配偶者等が介護を必要とする状況に至った職員に対する意向

確認等） 

（配偶者等が介護を必要とする状況に至った職員に対する意向

確認等） 

第17条の２ 任命権者は、職員が配偶者等が当該職員の介護を必

要とする状況に至ったことを申し出たときは、当該職員に対し

て、仕事と介護との両立に資する制度又は措置（以下この条及

び次条において「介護両立支援制度等」という。）その他の事

項を知らせるとともに、介護両立支援制度等の申告、請求又は

申出（次条において「請求等」という。）に係る当該職員の意

向を確認するための面談その他措置を講じなければならない。 

第17条の３ 任命権者は、職員が配偶者等が当該職員の介護を必

要とする状況に至ったことを申し出たときは、当該職員に対し

て、仕事と介護との両立に資する制度又は措置（以下この条及

び次条において「介護両立支援制度等」という。）その他の事

項を知らせるとともに、介護両立支援制度等の請求等に係る当

該職員の意向を確認するための面談その他の措置を講じなけれ

ばならない。 

２ 〔略〕 ２ 〔略〕 

 （勤務環境の整備に関する措置）  （勤務環境の整備に関する措置） 

第17条の３ 〔略〕 第17条の４ 〔略〕 



備考 改正箇所は改正前欄及び改正後欄の下線部分の規定であり、〔 〕の記載は注記である。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和７年10月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 任命権者は、この条例の施行の日（以下この項において「施行日」という。）前においても、この条例による改正後の職員の勤務

時間、休日及び休暇に関する条例第17条の２第２項の規定の例により、同項各号に掲げる措置を講ずることができる。この場合にお

いて、その講じられた措置は、施行日以後は、同項の規定により講じられたものとみなす。 



議案第４９号 

 

矢巾町水道事業給水条例の一部を改正する条例について 

 

矢巾町水道事業給水条例（平成９年矢巾町条例第 36 号）の一部を次のように改正する。 

 

 

 

 

 

 

 

令和７年９月２日提出 

 

 

矢巾町長 高 橋 昌 造 



   矢巾町水道事業給水条例の一部を改正する条例 

 矢巾町水道事業給水条例（平成９年矢巾町条例第36号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

 （給水装置工事の施行） 

第８条 給水装置工事は、事業管理者又は事業管理者が法第16条

の２第１項の指定をした者（以下「指定給水装置工事事業者」

という。）が施行する。 

 

 

 

 

２ 〔略〕 

 （給水装置工事の施行） 

第８条 給水装置工事は、事業管理者又は事業管理者が法第16条

の２第１項の指定をした者（以下「指定給水装置工事事業者」

という。）が施行する。ただし、災害その他非常の場合におい

て、事業管理者が他の市町村長（管理者を含む。以下この項に

おいて同じ。）又は他の市町村長が法第16条の２第１項の指定

をした者が給水装置工事を施行する必要があると認めるとき

は、この限りでない。 

２ 〔略〕 

備考 改正箇所は改正後欄の下線部分の規定であり、〔 〕の記載は注記である。 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 



議案第５０号 

 

矢巾町公共下水道条例の一部を改正する条例について 

 

矢巾町公共下水道条例（平成 12 年矢巾町条例第 31 号）の一部を次のように改正す

る。 

 

 

令和７年９月２日提出 

 

 

矢巾町長 高 橋 昌 造 



   矢巾町公共下水道条例の一部を改正する条例 

 矢巾町公共下水道条例（平成12年矢巾町条例第31号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

 （排水設備指定工事店の指定） 

第10条 排水設備等の新設等の工事は、事業管理者の指定を受け

た者（以下「工事店」という。）でなければ、行ってはならな

い。 

 

 

２・３ 〔略〕 

 （排水設備指定工事店の指定） 

第10条 排水設備等の新設等の工事は、事業管理者の指定を受け

た者（以下「工事店」という。）でなければ、行ってはならな

い。ただし、災害その他非常の場合において、事業管理者が他

の市町村長（管理者を含む。）の指定を受けた者に工事を行わ

せる必要があると認めるときは、この限りでない。 

２・３ 〔略〕 

備考 改正箇所は改正後欄の下線部分の規定であり、〔 〕の記載は注記である。 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 



議案第５１号 

 

   矢巾町個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改正

する条例について 

 

 矢巾町個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例（平成27年矢巾町条例

第33号）の一部を次のように改正する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  令和７年９月２日提出 

 

 

 

                  矢巾町長  高 橋 昌 造 

 

 

 



矢巾町個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改正する条例  

矢巾町個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例（平成27年矢巾町条例第33号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

（趣旨） 

第１条 この条例は、行政手続における特定の個人を識別するた

めの番号の利用等に関する法律（平成25年法律第27号。以下「法」

という。）第９条第２項の規定に基づく個人番号の利用及び法第

19条第９号の規定に基づく特定個人情報の提供に関し必要な事

項を定めるものとする。 

（個人番号の利用範囲） 

第３条 〔略〕 

２ 別表第２の左欄に掲げる執行機関は、同表の中欄に掲げる事

務を処理するために必要な限度で、同表の右欄に掲げる特定個

人情報であって当該執行機関が保有するものを利用することが

できる。 

 

 

３ 町の執行機関は、特定個人番号利用事務を処理するために必

要な限度で、利用特定個人情報であって自らが保有するものを

利用することができる。 

 

 

 

〔新設〕 

 

 

 

 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、行政手続における特定の個人を識別するた

めの番号の利用等に関する法律（平成25年法律第27号。以下「法」

という。）第９条第２項の規定に基づく個人番号の利用及び法第

19条第11号の規定に基づく特定個人情報の提供に関し必要な事

項を定めるものとする。 

（個人番号の利用範囲） 

第３条 〔略〕 

２ 別表第２の左欄に掲げる執行機関は、同表の中欄に掲げる事

務を処理するために必要な限度で、同表の右欄に掲げる特定個

人情報であって当該執行機関が保有するものを利用することが

できる。ただし、法の規定により、情報提供ネットワークシス

テムを使用して他の個人番号利用事務実施者から当該特定個人

情報の提供を受けることができる場合は、この限りでない。 

３ 町の執行機関は、特定個人番号利用事務を処理するために必

要な限度で、利用特定個人情報であって自らが保有するものを

利用することができる。ただし、法の規定により、情報提供ネ

ットワークシステムを使用して他の個人番号利用事務実施者か

ら当該特定個人情報の提供を受けることができる場合は、この

限りでない。 

４ 町長又は教育委員会は、法別表の各項の下欄に掲げる事務（法

第９条第１項に規定する準法定事務を含む。）を処理するために

必要な限度で、住登外者宛名番号管理機能（町の事務を処理す

るために利用する情報システムの機能であって住登外者（町の

住民基本台帳に記録されていない者をいう。以下同じ。）を特定

する固有の番号を付番し、管理するものをいう。以下同じ。）に

よる住登外者の情報の管理に関する情報（以下「住登外者宛名

情報」という。）であって自らが保有するものを利用することが

できる。 



４ 前２項の規定により特定個人情報の利用ができる場合におい

て、他の条例、規則その他の規程の規定により当該特定個人情

報と同一の内容の情報を含む書面の提出が義務付けられている

ときは、当該書面の提出があったものとみなす。 

 

〔新設〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４条 〔略〕 

別表第１（第３条関係） 

執行機関 事務 

〔略〕 

11 町長 一般不妊治療費助成金の交付に関する事務で

あって規則で定めるもの 

 

 

 

 

備考 

１ 「子ども」とは出生の日から15歳に達する日以後の最初

の３月31日までの間にある者をいい、「妊産婦」とは妊娠

５箇月に達する日の属する月の初日から出産した日の属

する月の翌月の末日までをいい、「重度心身障害者」とは

身体障害者福祉法（昭和24年法律第283号）第15条第１項 
 

５ 第２項の規定による特定個人情報の利用ができる場合におい

て、他の条例、規則その他の規程の規定により当該特定個人情

報と同一の内容の情報を含む書面の提出が義務付けられている

ときは、当該書面の提出があったものとみなす。 

（特定個人情報の提供） 

第４条 法第19条第11号の条例で定める特定個人情報を提供する

ことができる場合は、別表第３の第１欄に掲げる機関が、同表

の第３欄に掲げる機関に対し、同表の第２欄に掲げる事務を処

理するために必要な同表の第４欄に掲げる特定個人情報の提供

を求めた場合において、同表の第３欄に掲げる機関が当該特定

個人情報を提供するときとする。 

２ 前項の規定による特定個人情報の提供があった場合におい

て、他の条例、規則その他の規程の規定により当該特定個人情

報と同一の内容の情報を含む書面の提出が義務付けられている

ときは、当該書面の提出があったものとみなす。 

第５条 〔略〕 

別表第１（第３条関係） 

執行機関 事務 

〔略〕 

11 町長 住登外者宛名番号管理機能による住登外者

の情報の管理に関する事務であって規則で

定めるもの 

12 教育委員

会 

住登外者宛名番号管理機能による住登外者

の情報の管理に関する事務であって規則で

定めるもの 

備考 

１ 「子ども」とは出生の日から18歳に達する日以後の最初

の３月31日までの間にある者をいい、「妊産婦」とは妊娠

５箇月に達する日の属する月の初日から出産した日の属

する月の翌月の末日までをいい、「重度心身障害者」とは

身体障害者福祉法（昭和24年法律第283号）第15条第１項 
 



に規定する身体障害者手帳の交付を受けている者（同項た

だし書に規定する保護者が交付を受けているときは本人）

で当該身体障害者手帳に記載されている障害の級別が１

級、２級若しくは３級のもの、特別児童扶養手当等の支給

に関する法律（昭和39年法律第134号）第３条の規定によ

り特別児童扶養手当を支給されている者が監護若しくは

養育する同条に定める要件に該当する障害児で同法第２

条第５項に規定する障害等級の１級若しくは２級に該当

するもの、国民年金法（昭和34年法律第141号）の規定に

より同法に規定する障害基礎年金に該当する者（同法の規

定により支給を一時停止されているものを含む。）で同法

第30条第２項に規定する障害等級の１級に該当するもの

又は児童相談所若しくは知的障害者更生相談所において

重度の知的障害者又は知的障害児と判定された者のいず

れかに該当することとなった日の属する月の初日から該

当しなくなった日の属する月の末日までの者をいい、「ひ

とり親家庭の親子等」とは母子及び父子並びに寡婦福祉法

（昭和39年法律第129号）第６条第１項に規定する配偶者

のない女子若しくは同条第２項に規定する配偶者のない

男子で児童（18歳に達する日以降の最初の３月31日までの

間にある者をいう。以下同じ。）を扶養しているもの又は

その者の扶養を受けている児童若しくは同法附則第３条

に規定する父母のない児童であって町長が認めるものを

いい、「寡婦等」とは同法第６条第４項に規定する配偶者

のない女子で高齢者の医療の確保に関する法律（昭和57年

法律第80号）第52条に該当する者以外のものをいう。 

 

 

 

 

 

２～７ 〔略〕 
 

に規定する身体障害者手帳の交付を受けている者（同項た

だし書に規定する保護者が交付を受けているときは本人）

で当該身体障害者手帳に記載されている障害の級別が１

級、２級若しくは３級のもの、特別児童扶養手当等の支給

に関する法律（昭和39年法律第134号）第３条の規定によ

り特別児童扶養手当を支給されている者が監護若しくは

養育する同条に定める要件に該当する障害児で同法第２

条第５項に規定する障害等級の１級若しくは２級に該当

するもの、国民年金法（昭和34年法律第141号）の規定に

より同法に規定する障害基礎年金に該当する者（同法の規

定により支給を一時停止されているものを含む。）で同法

第30条第２項に規定する障害等級の１級に該当するもの、

児童相談所若しくは知的障害者更生相談所において重度

の知的障害者又は知的障害児と判定された者又は精神保

健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和25年法律第123

号）第45条第１項に規定する精神障害者保健福祉手帳の交

付を受けている者で当該精神障害者保健福祉手帳に記載

されている障害等級の１級に該当するもののいずれかに

該当することとなった日の属する月の初日から該当しな

くなった日の属する月の末日までの者をいい、「ひとり親

家庭の親子等」とは母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和

39年法律第129号）第６条第１項に規定する配偶者のない

女子若しくは同条第２項に規定する配偶者のない男子で

児童（18歳に達する日以降の最初の３月31日までの間にあ

る者をいう。以下同じ。）を扶養しているもの又はその者

の扶養を受けている児童若しくは同法附則第３条に規定

する父母のない児童であって町長が認めるものをいい、

「寡婦等」とは同法第６条第４項に規定する配偶者のない

女子で高齢者 

の医療の確保に関する法律（昭和57年法律第80号）第52

条に該当する者以外のものをいう。 

２～７ 〔略〕 
 



別表第２（第３条関係） 

執行機関 事務 特定個人情報 

〔略〕 

２ 町長 障害者の日常生活及び 

社会生活を総合的に支援

するための法律（平成17

年法律第123号）による自

立支援給付の支給又は地

域生活支援事業の実施に

関する事務であって規則

で定めるもの 

地方税関係情報であ

って規則で定めるも

の 

３ 町長 子ども、妊産婦、重度心

身障害者、ひとり親家庭

の親子等及び寡婦等に対

する医療費の給付に関す

る事務であって規則で定

めるもの 

地方税関係情報であ

って規則で定めるも

の 

別表第２（第３条関係） 

執行機関 事務 特定個人情報 

〔略〕 

２ 町長 障害者の日常生活及び 

社会生活を総合的に支援

するための法律（平成17

年法律第123号）による自

立支援給付の支給又は地

域生活支援事業の実施に

関する事務であって規則

で定めるもの 

地方税関係情報又は

住登外者宛名情報で

あって規則で定める

もの 

３ 町長 子ども、妊産婦、重度心

身障害者、ひとり親家庭

の親子等及び寡婦等に対

する医療費の給付に関す

る事務であって規則で定

めるもの 

地方税関係情報、医療

保険給付関係情報（健

康保険法（大正11年法

律第70号）、船員保険

法（昭和14年法律第73

号）、私立学校教職員

共済法（昭和28年法律

第245号）、国家公務員

共済組合法（昭和33年

法律第128号）、国民健

康保険法（昭和33年法

律第192号）、地方公務

員等共済組合法（昭和

37年法律第152号）若

しくは高齢者の医療

の確保に関する法律

による医療費に関す

る給付の支給若しく

は保険料の徴収に関

する情報をいう。）又



  

４ 町長 介護サービス等利用者負

担軽減に関する事務であ

って規則で定めるもの 

地方税関係情報であ

って規則で定めるも

の 

５ 町長 小児慢性特定疾患児及び

在宅高齢者に対する日常

用具の給付に関する事務

であって規則で定めるも

の 

地方税関係情報であ

って規則で定めるも

の 

６ 町長 難聴児に係る補聴器購入

費の助成に関する事務で

あって規則で定めるもの 

地方税関係情報であ

って規則で定めるも

の 

 

７ 町長 重度障害者の介護者に対

する慰労手当及び在宅要

介護者の介護者に対する

慰労金の支給に関する事

務であって規則で定める

もの 

地方税関係情報であ

って規則で定めるも

の 

〔略〕 

９ 町長 高齢者及び障がい者に対

するやさしい住まいづく

り推進事業補助金の交付

に関する事務であって規

地方税関係情報であ

って規則で定めるも

の 

は住登外者宛名情報

であって規則で定め

るもの 

４ 町長 介護サービス等利用者負

担軽減に関する事務であ

って規則で定めるもの 

地方税関係情報又は

住登外者宛名情報で

あって規則で定める

もの 

５ 町長 小児慢性特定疾患児及び

在宅高齢者に対する日常

用具の給付に関する事務

であって規則で定めるも

の 

地方税関係情報又は

住登外者宛名情報で

あって規則で定める

もの 

６ 町長 難聴児に係る補聴器購入

費の助成に関する事務で

あって規則で定めるもの 

地方税関係情報又は

住登外者宛名情報で

あって規則で定める

もの 

７ 町長 重度障害者の介護者に対

する慰労手当及び在宅要

介護者の介護者に対する

慰労金の支給に関する事

務であって規則で定める

もの 

地方税関係情報又は

住登外者宛名情報で

あって規則で定める

もの 

〔略〕 

９ 町長 高齢者及び障がい者に対

するやさしい住まいづく

り推進事業補助金の交付

に関する事務であって規

地方税関係情報又は

住登外者宛名情報で

あって規則で定める

もの 



則で定めるもの 

〔略〕 

12 町長 一般不妊治療費助成金の

交付に関する事務であっ

て規則で定めるもの 

地方税関係情報であ

って規則で定めるも

の 

〔新設〕 

則で定めるもの 

〔略〕 

 

 

別表第３（第４条関係） 

情報照会機関 事務 情報提供機関 特定個人情報 

１ 町長 住登外者宛名番

号管理機能によ

る住登外者の情

報の管理に関す

る事務であって

規則で定めるも

の 

教育委員会 住登外者宛名

情報であって

規則で定める

もの 

２ 教育委

員会 

住登外者宛名番

号管理機能によ

る住登外者の情

報の管理に関す

る事務であって

規則で定めるも

の 

町長 住登外者宛名

情報であって

規則で定める

もの 

 

備考 改正箇所は改正前欄及び改正後欄の下線部分及び破線で囲んだ部分の規定であり、〔 〕の記載は注記である。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。ただし、別表第２の３の項（「又は住登外者宛名情報」を加える改正規定を除く。）の改正規定

は、令和７年10月１日から施行する。 



議案第５２号 

 

   矢巾町議会議員及び矢巾町長の選挙運動の公営に関する条例の一部を改正

する条例について 

 

 矢巾町議会議員及び矢巾町長の選挙運動の公営に関する条例（令和３年矢巾町条例

第２号）の一部を次のように改正する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  令和７年９月２日提出 

 

 

 

                  矢巾町長  高 橋 昌 造 

 

 

 



矢巾町議会議員及び矢巾町長の選挙運動の公営に関する条例の一部を改正する条例 

矢巾町議会議員及び矢巾町長の選挙運動の公営に関する条例（令和３年矢巾町条例第２号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

（選挙運動用ビラの作成の公営） （選挙運動用ビラの作成の公営） 

第６条 候補者は、７円73銭に法第142条第１項第７号のビラ（以

下「選挙運動用ビラ」という。）の作成枚数（当該作成枚数が同

号に定める選挙の区分に応じた枚数を超えるときは、当該選挙

の区分に応じた枚数）を乗じて得た金額の範囲内で、選挙運動用

ビラを無料で作成することができる。この場合においては、第２

条ただし書の規定を準用する。 

第６条 候補者は、８円38銭に法第142条第１項第７号のビラ（以

下「選挙運動用ビラ」という。）の作成枚数（当該作成枚数が同

号に定める選挙の区分に応じた枚数を超えるときは、当該選挙

の区分に応じた枚数）を乗じて得た金額の範囲内で、選挙運動用

ビラを無料で作成することができる。この場合においては、第２

条ただし書の規定を準用する。 

（選挙運動用ビラの作成における公費の支払） （選挙運動用ビラの作成における公費の支払） 

第８条 町は、候補者（前条の規定による届出をした者に限る。）

が同条の契約に基づき当該契約の相手方であるビラの作成を業

とする者に支払うべき金額のうち、当該契約に基づき作成され

た選挙運動用ビラの１枚当たりの作成単価（当該作成単価が７

円73銭を超えるときは、７円73銭）に当該選挙運動用ビラの作成

枚数（当該候補者を通じて法第142条第１項第７号に定める選挙

の区分に応じた枚数の範囲内のものであることにつき、委員会

が定めるところにより、当該候補者からの申請に基づき、委員会

が確認したものに限る。）を乗じて得た金額を、第６条後段にお

いて準用する第２条ただし書に規定する要件に該当する場合に

限り、当該ビラの作成を業とする者からの請求に基づき、当該ビ

ラの作成を業とする者に対し支払う。 

第８条 町は、候補者（前条の規定による届出をした者に限る。）

が同条の契約に基づき当該契約の相手方であるビラの作成を業

とする者に支払うべき金額のうち、当該契約に基づき作成され

た選挙運動用ビラの１枚当たりの作成単価（当該作成単価が８

円38銭を超えるときは、８円38銭）に当該選挙運動用ビラの作成

枚数（当該候補者を通じて法第142条第１項第７号に定める選挙

の区分に応じた枚数の範囲内のものであることにつき、委員会

が定めるところにより、当該候補者からの申請に基づき、委員会

が確認したものに限る。）を乗じて得た金額を、第６条後段にお

いて準用する第２条ただし書に規定する要件に該当する場合に

限り、当該ビラの作成を業とする者からの請求に基づき、当該ビ

ラの作成を業とする者に対し支払う。 

（選挙運動用ポスターの作成の公営） （選挙運動用ポスターの作成の公営） 

第９条 候補者は、541円31銭に法第143条第１項第５号に規定す

るポスター（以下「選挙運動用ポスター」という。）の掲示場の

数を乗じて得た金額に316,250円を加えた金額を選挙運動用ポ

スターの掲示場の数で除して得た金額（当該金額に１円未満の

端数があるときは、その端数は、１円とする。第11条において

「単価の限度額」という。）に選挙運動用ポスターの作成枚数

（当該作成枚数が選挙運動用ポスターの掲示場の数に相当する

数を超えるときは、当該相当する数）を乗じて得た金額の範囲内

で、選挙運動用ポスターを無料で作成することができる。この場

第９条 候補者は、586円88銭に法第143条第１項第５号に規定す

るポスター（以下「選挙運動用ポスター」という。）の掲示場の

数を乗じて得た金額に316,250円を加えた金額を選挙運動用ポ

スターの掲示場の数で除して得た金額（当該金額に１円未満の

端数があるときは、その端数は、１円とする。第11条において

「単価の限度額」という。）に選挙運動用ポスターの作成枚数

（当該作成枚数が選挙運動用ポスターの掲示場の数に相当する

数を超えるときは、当該相当する数）を乗じて得た金額の範囲内

で、選挙運動用ポスターを無料で作成することができる。この場



合においては、第２条ただし書の規定を準用する。 合においては、第２条ただし書の規定を準用する。 

備考 改正箇所は、改正前欄及び改正後欄の下線部分の規定である。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和７年10月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の矢巾町議会議員及び矢巾町長の選挙運動の公営に関する条例の規定は、この条例の施行の日以後その期日

を告示される選挙について適用し、この条例の施行の日の前日までにその期日を告示された選挙については、なお従前の例による。 



説 明 資 料 

 

 

 

 

令和７年矢巾町議会定例会９月会議 

提出議案の条例に係る概要説明 
 

 

 

 



１ 議案第４５号 

企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部を改正する条例 

２ 改正の根拠 

   地方公務員の育児休業等に関する法律の一部を改正する法律が令和７年10月

１日から施行されることに伴い、所要の改正を行うもの。 

３ 主な改正内容 

企業職員の部分休業について、現行の１日の勤務時間の一部の休業形態に加

え、１年につき 10 日相当を超えない範囲内の休業形態を新たに設け、企業職員

の申出によりいずれかを選択できるものとするもの。 

４ 施行期日等  

令和７年10月１日 

 



 

 

 

  

１ 議案第４６号 

矢巾町立都市公園条例の一部を改正する条例 

２ 改正の根拠 

  引用する高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行令の一部

改正に伴う条ずれに対応した、所要の改正を行うもの。 

３ 主な内容  

矢巾町立都市公園条例第２条の４第６号中 

 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行令 

 「第21条第２項第１号」→「第22条第２項第１号」 

４ 施行期日等 

公布の日から施行 



 

１ 議案第４７号 

  職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例 

２ 改正の根拠 

  地方公務員の育児休業等に関する法律の一部を改正する法律が令和７年10月１日か

ら施行されることに伴い、所要の改正を行うものである。 

３ 主な改正内容 

職員の部分休業について、現行の１日につき２時間を超えない範囲内の形態に加 

え、１年につき10日相当を超えない範囲内の形態を新たに設け、職員の申出によりい

ずれか形態を選択できるものとするもの。 

４ 施行期日等 

  令和７年10月１日 

 
 



 
１ 議案第４８号 

  職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例の一部を改正する条例 

２ 改正の根拠 

  地方公務員の育児休業等に関する法律の一部を改正する法律が令和７年10月１日か

ら施行されることに伴い、所要の改正を行うものである。 

３ 主な改正内容 

 任命権者に妊娠、出産等について申し出た職員及び３歳に満たない子を養育する職

員に対し、仕事と育児の両立支援制度等の周知及び制度等の利用についての意向確認 

の実施を義務付けるもの。 

４ 施行期日等 

  令和７年10月１日 

 

 



１ 議案第４９号 

矢巾町水道事業給水条例の一部を改正する条例 

２ 改正の根拠 

   地方自治法第245条の４第１項に基づく国土交通大臣の技術的助言を受け、所

要の改正を行うものである。 

３ 主な改正内容 

災害その他非常の場合にあって、地元の指定給水装置工事事業者の確保が困難

と判断されるとき、宅内配管の早期復旧と給水装置工事の適正な実施を図るため、

他の水道事業者が指定した給水装置工事事業者による工事の実施を可能とするも

の。 

４ 施行期日等  

公布の日 

 



１ 議案第５０号 

矢巾町公共下水道条例の一部を改正する条例 

２ 改正の根拠 

   地方自治法第245条の４第１項に基づく国土交通大臣の技術的助言を受け、所

要の改正を行うものである。 

３ 主な改正内容 

災害その他非常の場合にあって、地元の排水設備指定工事店の確保が困難と判

断されるとき、排水設備等の早期復旧を図るため、他の市町村長の指定を受けた

排水設備指定工事店であっても工事の実施を可能とするもの。 

４ 施行期日等  

公布の日 

 



 

１ 議案第５１号 

  矢巾町個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改正する条例 

２ 改正の根拠 

  地方公共団体情報システムの標準化に関する法律に基づき整備する住登外者宛名番

号管理機能が、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する

法律第９条第２項に規定する条例で定める事務に該当することから所要の改正を行う

ものである。 

３ 主な改正内容 

 住登外者宛名番号管理機能を独自利用事務として規定し、当該機能を使用して管理

する住登外者宛名情報を法定事務・独自利用事務での利用ができる規定、本町の執行

機関内で庁内連携ができる規定及び執行機関との間で情報提供ができる規定を整備す

るものである。 

 

住基システム 
 宛名管理機能  団体内統合宛名管理機能 

  
住民宛名管理機能 

町民の宛名番号を管理 

 
情報提供ネットワークシステ

ムに接続するために必要な団

体内統合宛名番号を管理 

税務システム 
 

  
住登外者宛名管理機能 

住登外者の宛名番号を管理 

 

介護システム 
 

      

      内部 

      外部 

 マイナンバー情報を保有するので、

独自利用事務に該当する。 

 情報提供ネットワークシステム 

他市町村に情報照会   

 

第３条第４項関係 

法定事務において住登外者宛名番号管理機能により利用を可能とする包括的規定を

追加 

第４条・別表第３関係 

住登外者宛名番号管理機能で管理する情報を執行機関間（町長・教育委員会）で提供

できる規定を追加 

別表第１関係 

住登外者宛名番号管理機能を独自利用とする規定を追加 

別表第２関係 

執行機関ごとに独自利用事務において住登外者宛名情報を利用する規定を追加 

 

４ 施行期日等 

  公布の日及び令和７年10月１日 

 



 

１ 議案第５２号 

  矢巾町議会議員及び矢巾町長の選挙運動の公営に関する条例の一部を改正する条例 

２ 改正の根拠 

  公職選挙法施行令の改正に伴い、公営単価について所要の改正を行うものである。 

３ 主な改正内容 

  選挙運動用の公費負担 

   ビラ作成（１枚あたり） 7.73円⇒8.38円 

   ポスター作成（掲示場１か所あたり） 541.31円⇒586.88円 

４ 施行期日等 

  令和７年10月１日 
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議案第５９号 

 

   令和６年度矢巾町一般会計歳入歳出決算認定について 

 

 令和６年度矢巾町一般会計歳入歳出決算を、地方自治法（昭和22年法律第67号）第

233条第３項の規定により、監査委員の意見を付けて議会の認定に付する。 

 

 

 

 

 

 

 

  令和７年９月２日提出 

 

 

 

                  矢巾町長 高 橋 昌 造 



議案第６０号 

 

   令和６年度矢巾町国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算認定について 

 

 令和６年度矢巾町国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算を、地方自治法（昭和22

年法律第67号）第233条第３項の規定により、監査委員の意見を付けて議会の認定に

付する。 

 

 

 

 

 

 

 

  令和７年９月２日提出 

 

 

 

                  矢巾町長 高 橋 昌 造 

 



議案第６１号 

 

   令和６年度矢巾町介護保険事業特別会計歳入歳出決算認定について 

 

 令和６年度矢巾町介護保険事業特別会計歳入歳出決算を、地方自治法（昭和22年法

律第67号）第233条第３項の規定により、監査委員の意見を付けて議会の認定に付す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

  令和７年９月２日提出 

 

 

 

                  矢巾町長 高 橋 昌 造 

 

  

 



議案第６２号 

 

   令和６年度矢巾町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算認定について 

 

 令和６年度矢巾町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算を、地方自治法（昭和22年

法律第67号）第233条第３項の規定により、監査委員の意見を付けて議会の認定に付

する。 

 

 

 

 

 

 

 

  令和７年９月２日提出 

 

 

 

                  矢巾町長 高 橋 昌 造 

 

 



議案第６３号 

 

   令和６年度矢巾町水道事業会計決算認定について 

 

 令和６年度矢巾町水道事業会計決算を、地方公営企業法（昭和27年法律第292号）

第30条第４項の規定により、監査委員の意見を付けて議会の認定に付する。 

 

 

 

 

 

 

 

  令和７年９月２日提出 

 

 

 

                  矢巾町長 高 橋 昌 造 

 

 

 



議案第６４号 

 

   令和６年度矢巾町水道事業会計未処分利益剰余金の処分について 

 

 令和６年度矢巾町水道事業会計未処分利益剰余金の処分に関し、地方公営企業法（昭

和 27 年法律第 292 号）第 32 条第２項の規定により、議会の議決を求める。 

 

 

令和７年９月２日提出 

 

 

矢巾町長 高 橋 昌 造     

 

 

記 

 

未処分利益剰余金を建設改良積立金への積立及び資本金への組入として処分する。 

未処分利益剰余金の額 547,971,633 円 

 建設改良積立金への積立 202,627,260 円 

 資本金への組入 345,344,373 円 

 

 



議案第６５号 

 

   令和６年度矢巾町下水道事業会計決算認定について 

 

 令和６年度矢巾町下水道事業会計決算を、地方公営企業法（昭和27年法律第292

号）第30条第４項の規定により、監査委員の意見を付けて議会の認定に付する。 

 

 

 

 

 

 

 

  令和７年９月２日提出 

 

 

 

                  矢巾町長 高 橋 昌 造 

  

 



議案第６６号 

 

   令和６年度矢巾町下水道事業会計未処分利益剰余金の処分について 

 

 令和６年度矢巾町下水道事業会計未処分利益剰余金の処分に関し、地方公営企業法 

（昭和 27 年法律第 292 号）第 32 条第２項の規定により、議会の議決を求める。 

 

 

令和７年９月２日提出 

 

 

矢巾町長 高 橋 昌 造          

 

 

記 

 

 

未処分利益剰余金を減債積立金への積立及び資本金への組入として処分する。 

未処分利益剰余金の額 311,202,054 円 

 減債積立金への積立 115,775,761 円 

 資本金への組入 195,426,293 円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


